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１ 理事長によるメッセージ 

近年，世界は大きな変革の時代を迎えています。グローバル化，デジタル化，環境問題

など，私たちが抱える課題はますます複雑化しており，これらに対応するためには，高度

な知識とスキルを持った人材の育成が不可欠となっています。 

広島県公立大学法人では，県立広島大学と叡啓大学２つの大学を設置し，それぞれの大

学の理念に基づく運営を進めています。 

県立広島大学では，「地域・ひろしま」を学びのフィールドとして最大限に活用した「教

育」に重点を置き，教育の質の向上や地域・社会の課題解決に資する「研究」及び大学資

源の地域への還元を通じた「地域貢献」を３本柱と位置付け大学運営に取り組んでいます。

また，叡啓大学では，先行き不透明な社会経済情勢の中で，地域社会や世界に貢献する高

い志を持ち，「解のない課題に果敢にチャレンジし，粘り強く新しい時代を切り開いてい

く人材」の育成に取り組む新たな教育モデルを実践しています。 

私自身も，長年にわたり，海外及び国内での研究や教育に携わっています。その経験を

生かして，県立広島大学と叡啓大学が世界で活躍する人材を育成するための取組を推進し

ます。 

また，私たちは，地域社会との協力を強化し，広島県内の産業界や自治体と連携し，地

域課題に対するソリューションを提供することも大切にしていきます。 

２ 法人の目的及び業務内容 

（１）法人の目的（広島県公立大学法人定款第１条）

広島県公立大学法人は，大学を設置し，及び管理することにより，地域や国際社会に貢

献する知の創造，応用及び蓄積を図る知的活動の拠点として，主体的に考え，行動し，地

域社会で活躍できる実践力のある人材及び社会を俯瞰する視野を持ち，他者との協働のも

と，新たな価値を創出し，新しい時代を切り開いていく人材を育成するとともに，高度な

研究を行い，もって地域社会はもとより，国際社会に広く貢献することを目的とする。 

（２）業務内容（広島県公立大学法人定款第２６条）

① 大学を設置し，これを運営すること。

② 学生に対し，修学，進路選択及び心身の健康等に関する相談その他の援助を行うこ

と。

③ 法人以外の者から委託を受け，又はこれと共同して行う研究の実施その他の法人以

外の者との連携による教育研究活動を行うこと。

④ 公開講座の開設その他の学生以外の者に対する学習の機会を提供すること。

⑤ 県立大学における教育研究の成果を普及し，及びその活用を促進すること。

⑥ 前各号の業務に附帯する業務を行うこと。
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３ 法人の位置付け及び役割 
 

本格的な人口減少や経済社会のグローバル化，技術革新等による産業構造の変化など，社

会経済情勢が大きく変化する中，高等教育においては，知識・技能を学んで修得するだけでな

く，学んだ知識・技能を実践・応用する力，さらには，自ら問題の発見・解決に取り組み，多

様な人々と協働しながら，新たな価値を創造する力を育成することが求められている。 

広島県公立大学法人では，本県経済を持続的に発展させ，地域の活力を維持していくため，

地域の課題を解決し，地域創生に貢献できる「課題探究型地域創生人材」の育成を目指す県立

広島大学の学部・学科等の再編と，「解のない課題に果敢にチャレンジし，粘り強く新しい時

代を切り開いていく人材」を育てる叡啓大学を両輪とする改革を推進していく。 

こうした取組を通して，これからの社会で活躍するために必要となる資質・能力を身に付

けさせ，社会に送り出すことが，広島県公立大学法人の使命であり，そのための取組を積極的

に推進する。 
 
４ 中期目標 
 

第三期中期目標期間は，平成３１年４月１日から令和７年３月３１日までの６年間とする。

詳細については，第三期中期目標をご覧ください。 
 
５ 理事長の理念，運営上の方針・戦略等 
 
【理念】 

 広島県公立大学法人は，県立広島大学及び叡啓大学２つの大学を設置し，それぞれの大学の

理念に基づく運営を進めています。 

【県立広島大学の理念】 

 地域に貢献する「知」の創造・応用・蓄積を図り，「地域に根ざした，県民から信頼される

大学」を目指して，教育・研究・地域貢献活動を積極的に推進し，その存在価値を示します。 

【叡啓大学の理念】 

 社会を俯瞰する視野を持ち，他者との協働のもと，文理の枠を越えた知識やスキルを組み合

わせて課題の解決を図り，新たな価値を創り出すことのできる人材を育成し，地域から国際社

会まで広く貢献することを目的とします。 
 
【運営上の方針】 

中期目標に基づき，業務の効率的かつ効果的な運営を行う。 

 

６ 中期計画及び年度計画 
 

本法人は，中期目標を達成するための中期計画と当該計画に基づく年度計画を作成してい

る。中期計画と当事業年度に係る年度計画との関係は以下のとおり。 

  ※詳細については，第三期中期計画及び各事業年度の年度計画をご覧ください。 
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中 期 計 画 年 度 計 画 

Ⅰ 県立広島大学の教育の質の向上に関する目標を達成するために取るべき措置 

 １ 教育に関する取組 

  １－１ 教育内容の質的向上・質的転換 

   （１）教育プログラムの見直し 

   （２）組織的な教育の実施と学修時間の実質的な増加・確保 

   （３）全学的な教学マネジメントの確立 

   （４）教育システムの再編と教育プログラムの再構築 

  １－２ 意欲ある学生の確保 

 ２ 学士課程教育に関する取組 

  ２－１ 卒業時に保証する能力水準の具体化とその確保 

  ２－２ 全学共通教育の充実 

  ２－３ 専門教育の充実 

  ２－４ 国際化に関する取組 

 ３ 大学院教育等に関する取組 

  ３－１ 大学院教育に係る教育内容の充実 

  ３－２ 助産学専攻科に係る教育内容の充実 

Ⅱ 県立広島大学の研究の質の向上に関する目標を達成するために取るべき措置 

 １ 研究水準及び研究の成果等に関する取組 

   （１）重点的研究区分の明確化と研究推進 

   （２）学際的・先端的研究の推進 

   （３）研究の質の向上 

 ２ 研究推進体制等の整備に関する取組 

   （１）産学官連携の推進 

   （２）外部研究資金の獲得支援 

   （３）研究費の効果的な配分 

   （４）研究費の適正使用の徹底 

Ⅲ 新たな教育モデルの教育の質の向上に関する目標を達成するために取るべき措置 

 １ 新たな教育モデルの構築 

 ２ １法人２大学による効果的・効率的な運営体制の構築 

Ⅳ 共通する目標（地域貢献，大学連携の推進，学生支援）を達成するために取るべき措置 

 １ 地域貢献に関する取組 

  １－１地域における人材の育成に関する取組 

   （１）生涯を通じた学びの場の提供 

  １－２ 地域との連携に関する取組 

   （１）地域貢献・連携機能の強化 

   （２）地域貢献・連携活動の質的向上 

 ２ 大学連携推進に関する取組 

 ３ 学生支援に関する取組 
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中 期 計 画 年 度 計 画 

Ⅴ 法人経営に関する目標を達成するために取るべき措置 

 １ 業務運営の改善及び効率化に関する取組 

   （１）組織運営の改善 

   （２）教職員の教育力等の向上 

   （３）戦略的広報の推進 

 ２ 財務内容の改善に関する取組 

   （１）自己収入の改善 

   （２）経費の抑制 

   （３）資産の管理・運用の改善 

 ３ 自己点検・評価に関する取組 

 ４ その他業務運営に関する重要な取組 

   （１）危機管理・安全管理 

   （２）社会的責任 

   （３）情報公開の推進 

   （４）施設設備の整備・活用 

   （５）支援者等との連携 
 

７ 持続的に適正なサービスを提供するための源泉 
 

（１）役員等の状況（役員の氏名，役職，任期，担当及び経歴） 
 

役職 氏 名 任 期 主な経歴 

理事長 

 

土屋 定之 令和 3年 4月 1日 

～令和 7年 3月 31日 

（※） 

平成 27年４月 文部科学省事務次官 

平成 30年４月 ペルー国駐箚特命全権大使 

副理事長 森永  力 令和 3年 4月 1日 

～令和 5年 3月 31日 

（※） 

平成 23年４月 

 理事（県立広島大学副学長兼務） 

平成 26年 4 月 

 県立広島大学名誉教授 

平成 27年４月 

 県立広島大学特任教授 国際交流センター長 

副理事長 有信 睦弘 令和 3年 4月 1日 

～令和 7年 3月 31日 

平成 30年４月 

 国立大学法人東京大学大学執行役副学長 

理事 津森 登志子 令和 3年 4月 1日 

～令和 5年 3月 31日 

平成 25年４月 

 県立広島大学保健福祉学部教授 

平成 31年４月 

 県立広島大学保健福祉学部副学部長 

※土屋理事長は令和４年４月 30日付けで一身上の都合により退任。令和４年５月１日より森永

副理事長（県立広島大学長兼務）が理事長職務代行。令和５年４月１日より鈴木典比古理事

長が着任。 
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役職 氏 名 任 期 主な経歴 

理事 馬本  勉 令和 3年 4月 1日 

～令和 5年 3月 31日 

平成 23年４月 

 県立広島大学生命環境学部教授 

平成 27年４月 

 県立広島大学学長補佐 

平成 31年４月 

 理事（県立広島大学副学長兼務） 

理事 保井 俊之 令和 3年 4月 1日 

～令和 5年 3月 31日 

令和２年９月 

 財務省関東財務局金融安定監理官 

令和３年１月 

 県立広島大学新大学設置準備センター教授 

理事 太田 克司 令和 3年 4月 1日 

～令和 5年 3月 31日 

平成 30年 4 月 

 広島県環境県民局県民生活部長 

平成 31年４月  

 理事（事務局長兼務） 

理事 木村  洋 令和 3年 4月 1日 

～令和 5年 3月 31日 

令和 30年４月 

 広島県総務局財務部長 

理事(非常勤) 安東 善博 令和 3年 4月 1日 

～令和 5年 3月 31日 

株式会社中国放送 相談役 

理事(非常勤) 榊原 恒雄 令和 3年 4月 1日 

～令和 5年 3月 31日 

広島県教育委員会 理事 

監事(非常勤) 前川 秀雅 令和元年 7月 17日 

～令和 5年 9月 

弁護士 

監事(非常勤) 金本 善行 令和元年 7月 17日 

～令和 5年 9月 

公認会計士・税理士 

 

（２）職員の状況 
 
 ① 常勤職員の数（前事業年度末からの増減を含む。）及び平均年齢並びに法人へ 

  の出向者の数 
 

常勤教職員は前年度比で２人（０．５％）減少しており，平均年齢は４８．５歳（前年度

４６．４歳）となっている。このうち，広島県からの派遣者は２１人，民間からの出向者は

０人である。 

 

教員 ２４０人 （令和３事業年度末 ２４５人） 

   職員 １４２人 （令和３事業年度末 １３９人） 

   合計 ３８２人 

 

 ② 非常勤職員の数 
 

  非常勤講師 １００人  

  非常勤職員  ４６人 

   合  計 １４６人 
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（３）重要な施設等の整備等の状況 
 
 ① 当事業年度中に取得した主要施設等 

   該当なし 

 

 ② 当事業年度中に完成した主要施設等 
 （庄原キャンパス）体育館兼講堂屋根改修，図書館エレベーター 
 （三原キャンパス）空調自動制御機器，ガスヒートポンプエアコン 
          防災監視盤更新 
 （叡啓大学）   防災監視盤更新  

 

 ③ 当事業年度中において継続中の主要施設等の新設・拡充 

   該当なし 

    

 ④ 当事業年度に返納した主要施設等 

   該当なし 

 

 ⑤ 当事業年度に処分した主要施設等 

   該当なし 
 

 ⑥ 当事業年度に担保に供した主要施設等 

   該当なし 

 

（４）純資産の状況 
 
 ① 資本金の額（前事業年度末からの増減を含む。） 

   ２０３億５，９９６万円（全額 広島県出資） 
 

 ② 目的積立金の申請状況及び使用内訳等 

   当期申請額なし 
 

（５）財源の状況（財源の内訳，財源構造の概略等） 
 

当法人の経常収益は６，４７０百万円で，その内訳は，運営費交付金収４，２４７百万円

（６５．６％），学生納付金収益１，６８４百万円（２６．０％），その他５３７百万円

（８．３％）となっている。 

 ※（）書きは，経常収益に占める割合 
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８ 業務運営上の課題・リスク及びその対応策 
 
（１） リスク管理の状況 

法人は，業務実施の障害となる要因を事前にリスクとして識別，分析及び評価し，当該リス

クへの適切な対応を可能とするため，業務フローの整理並びに業務フローの各段階における

リスク及びその発生原因の分析並びに必要な規程の整備に努めている。 

 

（２） 業務運営上の課題・リスク及びその対応策の状況 

令和２年度広島県監査委員監査において，契約・支出事務の不備について指摘を受けるな

ど，コンプライアンスの確保が図られていない状況にあったことから，監査室に新たに専任

職員を配置して監査体制を強化し，令和３年度に以下の項目について取り組んだ。 

・令和２年度の研究費の不正使用の疑いがある事案について調査した結果，研究費の不正

使用（故意若しくは重大な過失による研究費の他の用途への使用又は研究費の交付の決

定の内容やこれに付された状況に違反した使用）はなかったが，法人の規程等に違反す

る非違行為があったことを確認した。 

・上記案件の発生に伴い，令和２年度に執行したすべての研究費について内部監査を行い，

研究費の不正使用が疑われる案件は他になかったことを確認した。また，監査の過程で

見受けられた書類上の不備や規定の適用を誤っているものについて，それを防ぐ対応策

を提示した。 

コンプライアンスの確保とリスクマネジメントの推進を図るため，研究費に係るコンプラ

イアンス研修の強化や契約・支出事務に係る職員研修会の開催，業務フローやチェック体制

の見直しを行い，事務処理の適正化と内部統制の改善に取り組んだ。 

研究費の不正使用の疑いに関し，再発防止対策のため，法人全体の研究費の使用状況等を

調査・点検した。また，法令等を遵守した適正な業務運営を確保することを目的に，法人に

「研究費不正使用対策本部」を設置し対策を進めた。併せて，同本部で「研究費不正使用」調

査結果及び「令和２年度広島県監査委員監査」指摘事項，並びに「令和３年度内部監査」監査

結果を踏まえた不適切事案の発生防止のための「不適切事案の発生防止に関する取組」を策

定した。 

令和４年度の外部監査（財政的援助団体等監査）において，指摘事項（法令等に違反し又は

不当であることが明らかであり，速やかに是正を求めるもの）３件，改善を求める事項（業務

の執行等において改善を求めるもの）１件の指摘を受けた。依然として契約事務等における

不適切な処理が見られるものの，事前に内部監査を実施して改善を図ったこともあり，令和

２年度と比べ，件数，内容とも改善しており，適正な事務処理の定着が進んでいる。 
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９ 業績の適正な評価の前提情報 
 
【財務情報の説明】 
 

 法人における事業の財源としては，外部資金や施設整備費補助金等使用目的が指定されて

いるもの等はそれを優先的に充て，不足する部分や自己収入を充てることを計画していたも

のは自己収入を充てている。 
 

（参考） 

  受託研究費 ２２百万円（財源：受託研究収入） 

  共同研究費 １９百万円（財源：共同研究収入） 

  受託事業費 ３９百万円（財源：受託事業収入） 

  広島キャンパス ボイラー更新       １０百万円（財源：施設整備費補助金） 

  庄原キャンパス 体育館兼講堂屋根改修工事 ３５百万円（同上） 

          図書館エレベーター    ２６百万円（同上） 

          冷却水ポンプ更新     １５百万円（同上） 

  三原キャンパス 空調自動制御機器更新   ４２百万円（同上） 

          ガスヒートポンプエアコン ３３百万円（同上） 

          防災監視盤更新      ２７百万円（同上） 

  叡啓大キャンパス 防災監視盤更新     ２２百万円（同上） 
 
【業務の実施状況】 
 

 第三期中期計画期間（令和元～６年度）の４年目となる令和４年度は，再編後の学部・学

科開設３年目にあたると同時に，新大学（叡啓大学）開学の２年目となることを踏まえ，第

三期中期目標達成を見据えた事業展開を図るとともに，昨今の大学を取り巻く情勢の変化に

対応するため，将来に向けた主要な事業を選定し，年度計画の重点項目とした上で，新型コ

ロナウイルス感染症の拡大防止策を踏まえながら着実な実施に取り組んだ結果，計画を概ね

順調に履行することができた。 
 

 （１） 教育内容の質的向上・質的転換に向けた取組 

   県立広島大学の基本理念及び教育の特色を踏まえ，教育・学生支援担当の副学長を長とす

る高等教育推進機構が決定した業務方針に基づき，教育改革・大学連携担当の学長補佐を長

とする大学教育実践センターが主導して，教育内容の質的向上・質的転換を図るための取組

や，大学教育実践センターが運営する委員会が中心となり，各学部並びに研究科等とも連携

し次の取組を推進した。 
 

○ 文部科学省大学教育再生加速プログラム（ＡＰ，テーマⅠ）事業の成果を継承・発展

させ，令和２年度に学修成果の可視化を通じた教学マネジメントの構築・推進を図るた

めに策定した「高等教育推進機構中期計画」に基づき関係業務を実施した。実施にあた

っては，戦略・企画を担う高等教育推進機構が中心となり，情報分析を担う教学ＩＲ推

進室及び実践機能を担う大学教育実践センターが連携し一体的に業務を推進した。 

 

○ 高等教育推進機構の方針に基づき，ファカルティ・ディベロッパー（ＦＤｅｒ）や学修

支援アドバイザー（ＳＡ）の養成， ＳＡが参加する授業参観（ピアレビュー）等に取り

組み，自律的なアクティブ・ラーナーの育成に係る取組を推進した。また前年度に引き続
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き「教職員研修ワーキンググループ」を運営し，アクティブ・ラーナーを育成する上で必

要な教職員の資質・能力の向上に資する６つの研修を実施し，全ての研修において初期

の目的を達成するなど，全学的な取組を推進した。さらに，人材育成目標である「課題探

究型地域創生人材」となるまでの成長過程を段階的に一覧化した「課題探究型地域創生

人材ルーブリック」及び学生の汎用的な能力・態度・志向を客観的に可視化するための外

部評価テスト（ＰＲＯＧ）による検証を行い，あらかじめ設定するレベルに到達している

ことを確認した。一方で，人材育成目標達成のため，各授業科目における学生の成長を促

すことを目指した科目ルーブリック作成のための研修会を実施した。 
 

○ 全学共通教育プログラムについて，前年度に引き続き，大学の学修に必要な基礎知識や

スキルを身に付けることを目指した「大学基礎セミナーⅠ」で修得した知識やスキルを

活用して，グループワークを通じて地域課題を発見し，その解決に向けて取り組む実践

的な授業「大学基礎セミナーⅡ」を着実に実施するとともに，学修目標の達成状況を測定

し全教員に共有することで，教育プログラムの改善につなげた。さらに，地域が抱える諸

問題について，具体的な課題を設定して学ぶ「地域教養ゼミナールＡ・同Ｂ」を開講し，

４１４人が受講した。 
 

○ 学部・学科等再編後の教育プログラム及びチューター制度等の運営について円滑に進

め，併せて，副専攻プログラムについても資格取得に係る１１プログラムと特定テーマ

に係る５プログラムを実施した。このうち，副専攻プログラムについては，令和４年度か

ら新たに，特定テーマに係るプログラムとして，身に付けた知識を活用して地域の課題

を発見し，その解決を図ろうとする意欲を持つ人材，とりわけ地域協働の牽引役として

の実践力を持った人材の育成を目指した「地域課題解決リーダー養成プログラム」を開

講した。令和５年度入学者選抜においては，意欲ある志願者の確保に向けた広報など，全

学的な取組を進めるとともに，「主体性・協働性」の評価や「県立広島大学・地域への志

向性」の評価など多面的かつ総合的な選抜を行った。 
 

○ 履修上限単位数の全学統一（各期２４単位）など，見直し後のＧＰＡ・ＣＡＰ制度を運

用し，単位の実質化に係る取組を推進するとともに，学期ＧＰＡ値や通算ＧＰＡ値に基

づく個別学生指導や成績優秀者表彰等を行った。 
 

○ 大学教育実践センターが中心となり，各学部専門科目及び全学共通教育科目について，

それぞれ成績評価の指針・ガイドラインの点検を行い，各学部等においても，成績評価の

指針・ガイドラインの再検証を行った。 
 

○ 「新入生意識調査」，２～４年次生対象の「学生意識調査」並びに「学生による授業評

価」（授業評価アンケート）を継続し，集計・分析結果の活用を図った。授業評価アンケ

ートにおける主体的学修状況の把握に関する項目では，各選択肢の判断基準となる学修

時間数を明示して，その客観性・正確性の向上を図るとともに，学修時間の変化に関する

分析を継続した。 
 

○ これらの取組の結果，令和４年度の学部開講授業科目に対する総合的満足度（「総合的

に判断して，この授業に満足」と答えた学生の割合）は，前期科目９４．９％，後期科目

９５．０％で，引き続き高いレベルを維持した。 

  また，主体的な学修時間（調査科目１科目当たり時間数／週）の確保については，科目
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区分や前・後期の別により若干の差異はあるものの，９０．６～９８．６％の学生が授業

外学修を行っていると回答した。専門科目においては，週当たり２時間以上（２単位科

目。１単位科目は３０分以上）と回答した学生の割合が，令和３年度に比べて前期は  

０．４ポイント増加，後期は５．０ポイント減少した。 
 

（２） 学士課程教育における専門教育の充実 

  少人数の授業（各学部・学科の多様な専門教育科目）や卒業論文・卒業研究・プロジェク

ト研究の実施，国家資格の取得支援，外国語検定等の受検支援，教員免許の取得支援・同採用

試験対策支援等を通じ，実践力を備えた学生の育成に努め，標準修業年限内の卒業率と卒業

時の総合的満足度は，それぞれ，全学平均で９０．４％，８２．７％となり，前年度とほぼ同

等の水準を達成した。 
 

○ 人間文化学部国際文化学科では，引き続き，自国と他国の文化に対する理解を深め，現

代社会で活躍できる人材の育成を目指す教育を実施するとともに，３つの副専攻プログ

ラムを運用した。地域文化コースでは，「多文化共生」と「文化継承」の２つのコア・カ

リキュラムに沿った学びを実践した。同時に特定のテーマを深める「副専攻プログラム」

（教職課程[国語・英語]，日本語教員養成，学芸員養成，多文化コミュニケーション）を

運用した。健康科学コース・健康科学科では，引き続き，スリム化した専門教育課程の運

用を継続するとともに，学科独自に実施している「学生による教育プログラム評価」を継

続し教育課程の点検・評価・改善を行うとともに，国家試験受験対策に組織的に取り組

み，管理栄養士国家試験の合格率は９６．８％であった。 
 

○ 地域産業コース・経営情報学部では，引き続き，学部重点事業「情報処理技術者試験の

受験料助成事業」を実施し，資格取得のサポートを行い学修成果の把握と向上に努めた。

また，地域産業コース・経営学科において，学外諸機関・団体等が主催する学生対象のコ

ンテストへの参加や他大学のゼミとの合同研究発表等を実施するなど，学外での行動型

能動的な学修を行うことにより主体性や責任感などの育成を支援した。 
 

○ 生物資源科学部・生命環境学部において，バイオ技術者試験，農業技術検定，ｅｃｏ検

定，環境測定分析士の受検準備の支援を行い，その合格率により学修成果を確認・検証し

た。また，地域活動に必要とされる資質や素養，主体性や責任感などの育成を支援するた

め，生物資源科学部では，「生命環境科学基礎セミナー」，「フィールド科学」及び「同

実習Ⅰ・Ⅱ」において，地域課題解決に携わる学外講師や企業の実務担当者を招聘し，地

域や産業界の取組などについて学生の理解を深め，学生が主体的に地域課題解決に取り

組むための支援を行った。 
 

○ 保健福祉学部では，地域包括ケアシステムに関する最新の動向を踏まえた授業を組織

的に展開した。国家試験受験対策については，学習会や模擬試験を実施し，学生の基礎学

力を把握するとともに，早期から国家試験受験に向けた学修を開始するよう意識付けを

行った。これらの取組により，保健師，理学療法士，言語聴覚士国家試験で合格率    

１００％を，社会福祉士国家試験では全国合格率を１８．８ポイント上回る高い合格率

（８３．８％）を達成した。 
 

○ 国家試験合格率については，以下のとおりで高い水準を維持した。（いずれも既卒者を

除く） 
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国家試験 数値目標 合格率 全国合格率 

管理栄養士 ９５％ ９６．８％ ８７．２％ 

看護師 １００％ ９８．４％ ９５．５％ 

保健師 １００％ １００％ ９６．８％ 

理学療法士 １００％ １００％ ９４．９％ 

作業療法士 １００％ ８６．７％ ９１．３％ 

言語聴覚士 １００％ １００％ ８６．８％ 

社会福祉士 ９０％ ８３．８％ ６５．０％ 

精神保健福祉士 ９５％ ８７．０％ ７８．８％ 

 

（３） 国際化の推進 

 ○ 国際化の推進については，引き続き，新型コロナウイルス感染症の影響を大きく受け

たが，コロナ禍においても工夫をしながら関係の事業を行った。 
 

○ 国際交流センターが中心となり，県立広島大学においては，各学部・各専攻等と連携

し，ＪＩＣＡとの覚書を締結し，これまで締結実績がない国（ルワンダ）からの留学生受

入を実施したほか，学生ニーズの大きい欧米圏の協定校（東フィンランド大学，ヒュース

トン大学ビクトリア校）に新規に派遣するなど，協定校との交流活動を充実させた。ま

た，県立広島大学への訪問団に対して叡啓大学を紹介するなど，相互の協定校との関係

強化を図った。また，叡啓大学においては，令和４年度に新たに６か国１０大学と協定を

締結し，交換留学生プログラムに参加する学生への奨学金制度の運用を開始するととも

に，協定校との交換留学プログラムを開始し，協定校向けにオンラインによる大学説明

会を開催するなど交換留学生の獲得に向けた取組を進めた。 
 

○ 受入留学生に対して，国際交流センターでは，留学生の歓送迎会やスタディツアー等

バディ学生が中心になって企画運営する行事を実施した。また，海外から受け入れた訪

問団と日本人学生の交流の場の提供やオンラインでの国際交流プログラム（計８プログ

ラム）を実施することにより，キャンパス内における日本人学生の国際交流を促進した。

意欲ある優れた外国人留学生の確保に向けて，国内外の日本留学フェアに参加するとと

もに，これまで訪問実績のない日本語学校を訪問したほか，本学の教育，入試制度及び学

生支援内容等に関する情報の周知に努め，外国人留学生特別選抜試験（学部）の入学者が

９人（３年度１０人）となった。 
 

○ これらの取組の結果，新型コロナウイルス感染症による派遣の中止・延期等もあり，県

立広島大学では，海外留学派遣学生数については５９人，留学生受入数については９４

人にとどまったものの，海外学術交流協定締結校は４０校から４２校に増えた。また，叡

啓大学においては，海外留学派遣学生数については９人，留学生受入数については１５

人にとどまったものの，海外学術交流協定締結校は９校から１９校に増えた。 
 

（４） 大学院教育等に係る教育内容の充実 

○ 大学院総合学術研究科の各専攻において，教育課程の編成・実施方針に基づく教育を

行い，修了時の総合的満足度は９３．６％で良好な結果であった。各専攻において研究活

動支援制度を運用し，計２９件の支援により大学院生の学会発表や学術論文の公表を奨

励した。 
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○ 定員充足率の改善に向けた取組としては，学部生への広報活動の強化や学外における

広報活動の対象の見直しなどを進めたものの，令和５年度入学者数は前年度に比べ減少

した。また，大学院教育の高度化を目的として，保健福祉学専攻において，令和４年４月

に博士課程後期を設置した。 
 

○ 経営管理研究科ビジネス・リーダーシップ専攻（ＨＢＭＳ）において，新型コロナウイ

ルス感染症拡大防止対策を踏まえ，引き続き，対面とオンラインを組み合わせたハイブ

リッド形式にてケーススタディ，グループによるディスカッションやワークショップ，

プロジェクト演習など多様な授業を行った。 
 

○ 広島県が実施する「令和４年度経営力向上支援事業アグリ・フードマネジメント講座

～ひろしまファーマーズテーブル」のプログラム監修及び同講座への講師派遣を行い，

文部科学省ＢＰ認定プログラムとして「医療経営人材養成プログラム」を，大学の履修証

明プログラムとして「竹原地域ビジネスリーダー養成講座」を引き続き開講した。また，

令和５年度から新たに，文部科学省ＢＰ認定プログラムとして「ＨＢＭＳプロフェッシ

ョナル人材育成講座」を開講する届出を文部科学省に申請し認可を得た。 
 

○ 助産学専攻科においては，助産師国家試験対策の模擬試験の実施により個々の学生の

課題の明確化を図り，教員による国家試験対策支援を行うことで助産師国家試験合格率

１００％，就職率１００％を達成した。また，令和４年度の「保健師助産師看護師学校養

成所指定規則」の変更に対応する新カリキュラムを遂行し，各授業の授業評価や学生の

習熟度を基に形成評価を行った。 
 

（５） 地域に根ざした高度な研究の推進 

○ 県立広島大学の研究水準の向上並びに県内産業の振興や地域課題の解決に資する研究

を推進するため，学内公募型の「重点研究事業」や自治体と連携した「地域戦略協働プロ

ジェクト」の推進，外部資金の獲得支援，研究成果の公表や地域への還元など，研究活動

の活性化に取り組んだ。特に，若手研究者育成支援については，重点研究事業区分「若手

奨励研究」を引き続き運用した。また，組織的なサポート体制の整備を目的としたアンケ

ート調査を教授を対象に実施し，今後の研究環境の改善に向けたニーズの把握を行った。 
 

○ 外部資金の獲得促進に資する支援として，外部機関や本学名誉教授等による科学研究

費補助金申請書の添削やアドバイスを行ったほか，同補助金獲得に対するインセンティ

ブとして，教員業績評価において新規採択に対する評価を引き上げるなどの取組を継続

するとともに，支援策の拡充として外部機関による添削費用の半額を助成した。また，優

秀な論文の表彰制度の導入及び若手研究者への論文投稿に関するセミナーを開催し，ま

た，代表として科研費を獲得した教員に対する研究奨励金制度を３年間の試行で運用開

始した。これらの取組により，文部科学省「科学研究費助成事業」の採択・獲得状況は高

い水準を維持し，令和４年度の採択件数は９５件（令和５年１月３１日文部科学省公表

の関係資料によると，県立広島大学は中四国・九州地方の公立大学の中で１６年連続第

１位），採択額は１２３，８９０千円であった。また，令和５年度（令和４年度申請分）

の本学教員の応募（申請）率は９７．４％（退職までの期間が３年以内の教員を除く）で，

いずれも目標値を達成するとともに，令和５年４月現在の採択件数は９７件で，前年度

比で９件減であったが，高い水準を維持している。 
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○ 県立広島大学においては，研究論文や研究報告書等の「学術情報リポジトリ」への登録

（登録件数：１，４７２件）や概要のウェブ・サイトへの掲載により，研究成果の積極的

な公表に努めるとともに，地域連携センターでの地域企業ニーズと大学シーズとのマッ

チングの推進などにより，研究成果の地域への還元に努め，その他の競争的資金への応

募や企業等からの受託・共同研究資金などの獲得額は１１４，３５７千円で，科学研究費

補助金を含めた外部資金の年間獲得総額は２３８，２４７千円で，目標額の２億円を上

回った。 
 

○ 叡啓大学においては，産学官連携・研究推進センターにおいて，各種外部競争的資金の

募集情報を必要に応じて教員に共有し，令和４年度から科学研究費補助金や外部資金へ

の応募数や採択件数の向上を図るため，科学研究費補助金の申請書の添削や文献等の研

究資料の調達に係る費用を支援する研究活動活性化促進事業を開始した。 
 

（６） 新たな教育モデルの構築 

○ 開学２年目の叡啓大学においては，教育課程表のほぼ全ての授業科目を予定どおり開

講し，アクティブ・ラーニングの実践等の計画を具現化した。２年目から開講した課題解

決演習１Ａ，１Ｂ（必修）についても，計画どおり各学期における予定クラス数（半期で

日本語５クラス，英語１クラス）を確保し，実践的な学びをとおして，学生のコンピテン

シー修得の徹底を図った。教員が自身で行う授業内アンケート及び大学全体で実施する

「教育改善のためのアンケート」において，主に自由記述欄に記載された学生からの意

見を踏まえ，個々の教員の授業改善を行った。また，２年間の実際の授業実施状況を踏ま

えて教員から需要の高かった「レポート課題の設定の仕方」「大学での教育・研究に係る

著作権問題」「アクティブ・ラーニングの手法」をテーマとしたＦＤを開催し，日々の授

業改善に活用した。また，知識及びスキルの獲得に加え，コンピテンシーの修得度をルー

ブリックで評価する成績評価制度について，新規着任の専任教員及び非常勤教員を含め

た教員に対して個別説明や質問対応を行い，制度の定着に向けた取組を進めた。課題解

決演習及び体験・実践プログラムについても，提携する企業への事前説明や質問対応を

着実に実施した。 
 

○ 意欲ある学生の確保に当たっては，令和３年度及び令和４年度入学者選抜の結果を分

析し，出願期間や入試要件の見直しを実施した。また，入試広報については，志願者増に

向けた高校訪問に加えて，探究学習に力を入れている高校との接続強化を主眼に，出前

講義や大学見学の受入れ，高校教員対象オンライン説明会（「叡啓大生の描くキャリアビ

ジョン」等）などを実施した。さらに，受験生・高校教員への入試情報提供の一環として，

入試で課している「模擬グループディスカッション」（オンライン）を実施している様子

を動画にし，オンライン大学説明会での上映や会員に対する限定公開を通じて，入試制

度への理解を深めてもらう機会とした。 
 

○ 留学生の受入体制の整備に当たっては，交換留学生プログラムに参加する学生への 

ＪＰＳＳ（日本留学ポータルサイト）をはじめとしたサイトでの情報発信強化（頻度，個

別のフォロー），プレゼン動画制作などを行うとともに，本学独自のオンライン説明会

（対アジア，対南米）の開催や，在学生（国際学生）のプレゼンテーションをＪＡＳＳＯ

（日本学生支援機構）等の説明会で実施した。また，協定校との交換留学プログラムを開

始し，協定校向けにオンラインでの大学説明会を開催するなど，交換留学生の獲得に向

けた取組を進め，志願者の拡大に向けては，正規留学生を対象とした奨学金制度を令和
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５年度から創設することとし，広報活動を開始した。 
 

○ 実践的な課題解決演習や体験・実践プログラムの展開に当たっては，企業，ＮＰＯ，国

際機関，地方公共団体等多様な主体との連携の場として構築した「叡啓大学実践教育プ

ラットフォーム協議会」の参画企業等と連携し実施した。課題解決演習では１２企業・団

体等と連携し，体験・実践プログラム（インターンシップ・ボランティア活動）では延べ

３４企業・団体等の協力を得た。なお，課題解決演習については，企業等の理解が促進さ

れるようパンフレットや動画，ホームページ上の特設ページを作成するなど，企業・団体

等へＰＲ活動を行い，連携先を確保するとともに，連携先に積極的に授業への参加を呼

びかけ，学生と連携先企業との緊密なコミュニケーションを通じて学生のコンピテンシ

ーの習得を図った。 
 

（７） 大学資源の地域への提供 

○ 県立広島大学では，基本理念である「地域に根ざした，県民から信頼される大学」の下，

地域連携センターと各学部等が連携し，広島県や県内市町等との連携事業の推進，公開

講座など，多様な地域貢献活動に取り組んだ。具体的には，マネジメント能力や専門的ス

キルの向上に資する７講座を実施し，また，広島県が実施する「令和４年度経営力向上支

援事業アグリ・フードマネジメント講座～ひろしまファーマーズテーブル」のプログラ

ム監修及び同講座への講師派遣を行い，文部科学省ＢＰ認定プログラムとして「医療経

営人材養成プログラム」を実施したほか，地域社会の活性化や地域課題解決に資する「地

域戦略協働プロジェクト事業」１０事業に本学の教員と学生が取り組んだ。併せて，リカ

レント教育への対応として「竹原地域ビジネスリーダー養成講座」など５つの履修証明

プログラムを実施するとともに，令和５年度から新たに，文部科学省ＢＰ認定プログラ

ムとして「ＨＢＭＳプロフェッショナル人材育成講座」を開講する届出を文部科学省に

申請し認可を得た。 
 

○ 叡啓大学では，デザイン思考，システム思考等の思考スキルを学ぶ，社会人対象のリス

キリングに資する全４回の公開講座を実施した。 
 

○ 両大学では，広島県から「高等教育におけるデジタル・リテラシー教育実施業務」を受

託し，専任教員を採用した上で，「数理・データサイエンス・ＡＩ教育プログラム認定制

度（リテラシーモデル）」のモデルカリキュラムに準拠した授業教材を作成した。 
 

○ 県立広島大学では，新型コロナウイルス感染症拡大防止の観点から一部の講座を中止

せざるを得なかったが，地域の文化施設等との連携にも引き続き取り組み，双方の資源

を活用した公開連携講座を実施した。実施に当たっては，前年度の実施状況やアンケー

ト調査の結果を踏まえて多様な学習ニーズに応える企画とした。これらの取組により幅

広い世代にわたる地域住民延べ １，９１８人が参加した。受講者の満足度は目標数値

（９０％）に対して８９．７％であったが，有料講座受講者の学修成果の活用度は目標値

（８０％）を上回る８９．１％であった。 
 

○ 県立広島大学においては，地域貢献活動による教育への反映の観点からは，自治体等

との連携事業や地域貢献活動への学生の参加促進などに引き続き取り組み，学生の主体

的な参加による食品企業との商品企画，ひろしま地域食材活用促進事業や自治体と連携

した「地域戦略協働プロジェクト」における学生の主体的な活動などを通じて，地域が抱
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える課題の主体的な把握の機会を提供するとともに，学生の実践的な問題解決能力やコ

ミュニケーション能力の向上に努めた。 
 

○ 叡啓大学においては，大学内のコミュニティコモンズを活用した学生主催のイベント

を開催し，地域との交流事業を進めた。 
 

（８） 大学連携の推進 

  ○ 大学連携を担当する学長補佐を引き続き配置し，大学教育実践センター等との連携の

下，大学連携に係る取組を全学的に推進した。具体的には，一般社団法人教育ネットワ

ーク中国と連携して「サテライトキャンパスひろしま」を運営し，県内大学等との単位

互換制度の運用など，地域の教育拠点，産学官の連携拠点及び学生・社会人の交流拠点

として活用した。同施設の利用延べ件数（講座開設等）は，新型コロナウイルス感染症

の影響もあり，２５６件（複数大学の連携利用２８件，県立広島大学又は他大学の単独

利用４６件，大学以外の一般利用１８２件）であった。 
 

（９） 学生支援の充実 

○ 多様化・高度化する学生ニーズへの適切な対応を図るため，両大学において教学シス

テムによる情報提供の徹底，教育教材や図書館書誌の充実，入学後の「入門演習」の提供，

ｅラーニング教材の活用等により学修意欲と理解度の向上を図るとともに，県立広島大

学においてはチューターによる個人面談等を通じて，叡啓大学においてはポート制度に

よる教員と学生，学生同士が身近に交流できるコミュニティ機能の構築により，学修支

援や学生生活支援を実施した。また，両大学において，国による修学支援制度，大学独自

の授業料減免制度，県や独立行政法人日本学生支援機構（ＪＡＳＳＯ）の支援制度等を活

用し，コロナ禍を要因とする修学継続困難学生を含め，幅広く支援を行った。 
 

○ 学生の心身の健康に関しては，ＵＰＩ心理テスト（「こころ」の健康調査）の実施，同

調査結果を踏まえたフィードバック面接の実施と要支援学生の「早期把握」及び「チーム

支援」の推進，コロナ禍においても学生が利用できる電話やオンラインによる学生相談

やカウンセリング体制の整備などにより，きめ細かな支援に努めた。 
 

○ 新型コロナウイルス感染症の拡大の影響により学生の自主的な活動も制限されたが，

県立広島大学においては，「学生の自主的活動助成制度（いきいきキャンパスライフ・プ

ロジェクト）」については，オンラインを積極的に活用した企画も可能とし，学生の自主

的課外活動を奨励し，叡啓大学においては，課外活動支援の一環として，大学が公認した

学生団体に対する活動費助成制度を開始した。また，学生表彰について，県立広島大学に

おいては，全学生（大学院生含む）を対象とした在学期間中の各種活動等（学術研究活動，

課外活動，社会活動など）における優秀者・学生団体の表彰９件（個人８人，団体１）及

び他の学生の模範となる学業成績を収めた学生６７人の表彰を実施し，叡啓大学におい

ては，人命救助に貢献した学生１人を表彰した。 

 

（１０） きめ細かな就職支援 

○ 県立広島大学において，学生支援の核となる就職支援に関しては，キャリアセンター

と各学部・学科等が連携し，全学的なキャリア形成支援，インターンシップ制度の運用，

適性検査等の実施とともに，各学部・学科等の特色に合わせた資格取得の支援や就職ガ

イダンスの開設，求人情報の提供，教員やキャリア・アドバイザー等による個別相談対応
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などに取り組んだ。 
 

○ 正課内での取組としては，全学共通教育のキャリア科目群（キャリアビジョン，インタ

ーンシップ）を引き続き開講・提供するとともに，ディベート演習合宿事業を実施し，グ

ローバルな視野を有し社会で活躍できる人材の育成を図った。 
 

○ 就職活動支援では，就職支援に係る在学生・卒業生・企業の情報管理を含む総合的なシ

ステムを運用するとともに，在学生や卒業生のキャリアサポーターを講師に迎えた「就

職ガイダンス（先輩たちの就活レポート）」をオンラインで実施し，「インターンシップ

説明会」や「業界研究会」は対面とオンラインを組み合わせて実施するなど，コロナ禍を

踏まえた取組を実施した。さらに模擬面接，就職未決定者に対する個別指導などを実施

した。また，大学教育実践センターと各学部・学科が連携し，教職（栄養教諭含む）志望

学生へのきめ細やかな模擬面接試験等を実施するとともに，次年度以降，就職活動が本

格化する２・３年次生を対象とした「就活シンポジウム」や「進路選択講話」などのキャ

リア形成支援の取組を各学部・学科・専攻において実施した。これらの取組の結果，就職

希望者就職率は，学部９８．８％，助産学専攻科１００％，修士課程・博士課程前期   

９６．３％，博士課程後期１００％を達成し，進路決定先に対する満足度も９５．４％と

高い結果を得た。 
 

○ 叡啓大学においては，学生が卒業後の進路イメージを明確化し，着実かつ計画的に適

切な学修を進めていけるようコーチングを実施するとともに，客員教授をはじめ社会起

業家や企業家等の社会の一線で活躍する著名な方々によるイブニングラウンジを開催し

た。また，起業志向の学生に対応すべく，広島の起業家が参加する「一般社団法人広島イ

ノベーションベース」の設立に参画するとともに，今後の具体的な連携について調整を

進めた。さらに，キャリアガイダンスを開催し，自己分析や計画的なキャリア形成など自

らキャリアをデザインすることの重要性について意識の醸成を図った。 
 

（１１） 戦略的広報の展開と意欲ある学生の確保 

○ 県立広島大学においては，令和３年度に引き続き，学生有志による「けんひろ学生ブラ

ンドアンバサダー」と協働し，学生視点のコンテンツを受験生特設サイトやＳＮＳを通

して大学の魅力を発掘・発信することで，知名度やブランド価値の向上につなげる取組

を実施した。一連の取組においては，職員の支援を受けながら学生が主体的に考え企画

を推進した。多様な広報媒体の活用については，ウェブ・サイトやパンフレット，ＳＮＳ

などコンテンツの一層の充実を図るとともに新聞社やテレビ局を通じた情報発信に向け

た学内の仕組みを整え，大学の情報を魅力的に発信した。 
 

○ 叡啓大学においては，ウェブ・サイトやＳＮＳ（特に Instagram）での学内情報（授業

や学生の活動情報）の発信を強化した。ウェブ・サイトには「在学生の声」等のカテゴリ

を設定し，より多くの学生の紹介を行い，イベントレポートも細かく発信した。授業取材

等での在学生とのコミュニケーション機会の増加に伴い，在学生の満足度が向上し，広

報協力を得やすい環境づくりが進んだ。また，海外への積極的かつ効果的な広報を行い，

留学生の確保等につなげるため，英語クラスの授業風景等を積極的に英語ウェブ・サイ

トやＳＮＳに投稿するなど，英語による発信を強化するとともに，ＳＮＳからの流入，ア

クセス数，ページ維持・離脱などの分析をもとに，日本語版ウェブ・サイトの改修及び英

語ウェブ・サイトの部分改修を行い，コンテンツ内容の一層の充実を図った。 
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○ 意欲ある学生の確保に向けたその他の広報活動として，県立広島大学においては，高

校訪問・同教員との意見交換の継続実施，出前講義や高大連携講座の開設やオープンキ

ャンパスを対面形式（大学への来場）とオンラインによるリアルタイム配信で実施する

とともに，入学者選抜方法を分析・検証し，その改善などに取り組んだ。一方，叡啓大学

においては，オープンキャンパスや高校教員を対象としたオンラインセミナーを実施す

るとともに動画コンテンツによるウェブ・サイトの充実，訪問や校内ガイダンス等の実

施による高等学校への広報活動などを実施した。こうした取組により，令和５年度入学

者選抜結果は，県立広島大学においては全学部の志願者総数が２，００４人，一般選抜

（前期・後期日程合計）の志願倍率は４．６倍となり，叡啓大学においては春入学の志願

者総数が１２６人，志願倍率は１．６倍であった。 
 

（１２） 法人運営の基盤確立 

○ 法人と大学において，経営と教学の役割分担及び責任を明確化するため，令和３年度

に設置した「法人コアミーティング」を「法人経営会議」に改組（令和４年５月１３日）

し，理事長のリーダーシップのもと，定例的に開催（１５回，２７議案，１７報告事項，

１協議）し，法人運営の一元化と事業執行の効率化・迅速化を推進した。 
 

○ １法人２大学の執行体制を踏まえ，法人・大学運営体制を強化するため，公立大学法

人・大学の目標設定・計画策定に基づき「目標・計画に係る説明会」を開催し，業務評価

については，評価機能を担う「業務評価室」を引き続き設置し，ＰＤＣＡサイクル（内部

質保証システム）の確立に努めた。併せて，「監査室」において各種監査に対応するとと

もに，新型コロナウイルス感染症に対する危機管理を含め，公立大学法人としての内部

統制機能の確保に努めた。具体的には，不正や不適切な事務処理の発生リスクを考慮し

た内部監査計画を策定し，同計画に基づき研究費及び研究費以外の経費支出等並びに情

報セキュリティ等に関する内部監査を実施した。また，例規システムを導入し，業務に必

要な規程等の検索が容易に行えるよう改善し，事務処理における根拠規定の確認につい

て促すよう取組を進め，事務処理の適正化と内部統制の強化に取り組んだ。 
 

○ 法人・大学の横断的な重要課題として以下の主要な事業を選定し，令和４年度の年度

計画において重点項目と位置付け取り組んだ。 

① 教育の質の向上：ルーブリック等による学修成果の検証を軸とした全学的な教学マネ

ジメントの確立（県立広島大学），開学２年目を迎え，初年度の課

題も踏まえたコンピテンシーの修得を徹底させる実践的な教育プ

ログラムの推進（叡啓大学） 

② 経営学機能強化：経営管理研究科ビジネス・リーダーシップ専攻の卓越したプログラ

ム等の追求と普及 

③ 学生支援の推進：長期化するコロナ禍の影響を踏まえた教育・学修支援の充実並びに

実効性のある学生支援の実施 

④ 地域貢献活動：地域の人材育成機能の強化及び地域課題の解決による研究成果の還元 

⑤ 国際化の推進：多様な国々・地域への海外留学の促進や留学生受入による国際化の推進 

⑥ 研究力強化：研究活動活性化に向けた組織的な取組促進 

⑦ 業務運営の改善・効率化：法人の統治体制の強化と効率化の推進 

⑧ 戦略的広報：効率的，効果的な広報展開による意欲ある優れた学生の確保 
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１０ 業務の成果と使用した資源との対比 
 
（１） 令和４年度の自己評価 

 令和４年度大項目評価総括表（詳細については，業務実績報告書をご覧ください。） 

大 項 目 評価（注） 経常費用 

Ⅰ教育の質の向上 Ｂ 

6,609,265千円 

Ⅱ研究の質の向上 Ａ 

Ⅲ新たな教育モデルの構築 Ｂ 

Ⅳ地域貢献・大学連携の推進・学生の支援 Ｂ 

Ⅴ法人経営 Ｂ 

 注：評価基準 

   Ｓ：特筆すべき進捗状況 ※委員会が特に認める場合 

   Ａ：順調 

   Ｂ：おおむね順調 

   Ｃ：やや遅れている 

   Ｄ：重大な改善事項がある 

 

（２） 当中期目標期間における過年度の評価委員会における全体評価の状況 

年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

評価（注） Ｂ Ａ Ａ ― ― ― 

 注：評価基準 

   Ｓ：特筆すべき進捗状況 ※委員会が特に認める場合 

   Ａ：順調 

   Ｂ：おおむね順調 

   Ｃ：やや遅れている 

   Ｄ：重大な改善事項がある 
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１１ 予算と決算との対比 
 

（単位：百万円） 

区分 
３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 

予算 決算 予算 決算 予算 決算 予算 決算 予算 決算 理由 

収入 6,049 5,815 8,787 8,710 6,469 6,329 6,502 6,401 6,543 6,370  

 運営費交付金 3,479 3,479 3,669 3,669 3,863 3,863 3,935 3,935 3,959 3,959 

決
算
報
告
書
参
照 

 学生納付金 1,670 1,661 1,675 1,609 1,680 1,651 1,674 1,645 1,741 1,665 

 診療C 22 28 21 27 24 18 17 16 15 14 

 寄宿舎収入 - - - - - - 15 15 35 33 

 その他の収入 84 84 77 81 80 73 84 79 97 91 

 目積取崩 498 385 - - 160 132 267 231 155 133 

 外部資金 111 58 108 101 100 78 102 84 143 92 

 補助金 182 118 550 537 560 510 404 393 394 378 

 県出資金 - - 1,876 1,876 - - - - - - 

 借入金 - - 808 808 - - - - - - 

支出 6,049 5,543 8,787 8,642 6,469 6,142 6,502 6,219 6,624 6,376  

 一般管理費 749 557 755 651 771 647 767 629 836 688 

決
算
報
告
書
参
照 

 人件費 3,561 3,479 3,643 3,630 3,887 3,738 3,945 3,901 4,029 3,992 

 教育研究経費 705 714 479 511 579 594 608 604 584 644 

 教研支援経費 624 526 467 464 479 479 547 538 479 484 

 学生支援経費 101 81 85 79 77 72 111 79 108 70 

 診療経費 12 12 12 12 12 11 11 10 10 8 

 寄宿舎経費 - - - - 1 1 3 3 36 36 

 外部資金事業

費（受託等） 111 53 108 70 100 85 102 57 143 84 

 外部資金事業

費（補助金） 10 12 8 6 114 65 11 0 5 11 

 施設整備費 172 106 542 530 445 444 393 392 388 353 

 新大学整備 

事業 - - 2,684 2,684 - - - - - - 

収入-支出 - 271 - 68 - 186 - 181 △81 △5  

（注）金額は百万円未満を切り捨てている。 
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１２ 要約した財務諸表 
 
（１） 貸借対照表（財務諸表参照） 

（単位：百万円） 

資産の部 金額 負債の部 金額 

固定資産 19,737 固定負債 3,050 

有形固定資産 19,698  資産見返負債 2,221 

土地 8,867  長期借入金 737 

減損損失累計額 △16  資産除去債務 3 

  建物 13,864  長期リース債務 87 

      減価償却累計額 △5,817 流動負債 949 

      減損損失累計額 △1  預り補助金等 13 

    構築物 248  寄附金債務 38 

      減価償却累計額 △188  前受受託研究費 4 

    工具器具備品 2,904  前受共同研究費 9 

      減価償却累計額 △1,979   1年以内返済予定長期借入金 35 

    図書 1,672  未払金・未払費用・未払消費税 536 

    美術品 143 科学研究費助成事業等預り金 112 

    車両運搬具 20   預り金 120 

      減価償却累計額 △19  リース債務 53 

 無形固定資産 37  前受金 24 

    特許権 3   

    ソフトウェア 30   

    その他 3 
負債合計 3,999 

  投資その他の資産 0 

    敷金・保証金 0 
純資産の部 金額 

  長期前払費用 0 

流動資産 1,556 資本金 20,359 

 現金及び預金 1,439  地方公共団体出資金 20,359 

 未収学生納付金収入 24 資本剰余金 △3,724 

  徴収不能引当金 △1 利益剰余金 658 

 その他の未収金 90   

 その他 3   

  
純資産合計 17,293 

   

資産合計 21,293 負債・純資産合計 21,293 

（注）金額は百万円未満を切り捨てているため，合計金額と一致しないことがある。 

 （以下，同じ） 
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（２） 損益計算書（財務諸表参照） 

 

（単位：百万円） 

 金額 

経常費用（A） 6,609 

 業務費 5,739 

  教育経費 679 

  研究経費 263 

  教育研究支援経費 566 

  受託研究費 22 

  共同研究費 19 

  受託事業費 39 

  人件費 4,148 

 一般管理費 863 

 財務費用 3 

 雑損 2 

経常収益（B） 6,470 

 施設費収益 117 

 運営費交付金収益 4,247 

 授業料収益 1,400 

 入学金収益 242 

 検定料収益 41 

 受託研究収益 27 

 共同研究収益 21 

 受託事業等収益 39 

 補助金等収益 11 

 寄附金収益 21 

 資産見返負債戻入 155 

 財務収益 1 

 雑益 142 

経常損失（C=B-A） △138 

当期純損失（D＝C） △138 

前中期目標期間繰越積立金取崩額（E） 110 

当期総損失（F＝D＋E） △28 
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（３） 純資産変動計算書（財務諸表参照） 

 

（単位：百万円） 

項   目 資本金 資本剰余金 利益剰余金 純資産合計 

当期首残高 20,359 △3,445 820 17,734 

当期変動額     

  資本金の当期変動額     

  資本剰余金の当期変動額  △278  △278 

  利益剰余金の当期変動額   △161 △161 

当期変動額合計  △278 △161 △440 

当期末残高 20,359 △3,724 658 17,293 

 

 

（４） キャッシュ・フロー計算書（財務諸表参照） 

 

（単位：百万円） 

 金額 

Ⅰ 業務活動によるキャッシュ・フロー（A） △17 

 人件費支出 △4,104 

 その他の業務支出 △2,020 

 運営費交付金収入 4,293 

 学生納付金収入 1,546 

 その他の業務収入 267 

  

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー（B） 722 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー（C） △131 

Ⅳ 資金増加額（D=A+B+C） 572 

Ⅴ 資金期首残高（E） 836 

Ⅵ 資金期末残高（F＝D+E） 1,409 
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１３ 財政状態，運営状況及びキャッシュ・フローの状況の理事長に 
  よる説明情報 
 
（１）財務諸表に記載された事項の概要 

① 主要な財務データの分析（内訳・増減理由） 

ア．貸借対照表関係 

（資産合計） 

 令和４年度末現在の資産合計は前年度比６６５百万円（３．０％）減の２１，２９３百万

円となっている。 

 主な減少要因としては，減価償却等により有形固定資産が４７２百万円（２．３％）減の

１９，６９８百万円になったことや現金及び預金の減少等により流動資産が１９７百万円 

（１１．２％）減の１，５５６百万円になったことが挙げられる。 

 

（負債合計） 

 令和４年度末現在の負債合計は前年度比２２５百万円（５．３％）減の３，９９９百万円

となっている。 

 主な減少要因としては，減価償却等により資産見返負債が６２百万円（２．７％）減の   

２，２２１百万円となったことや，昨年度末は施設整備費による工事費等で増加した未払金

が７９百万円（１３.３％）減の５１６百万円となったことが挙げられる。 

 

（純資産合計） 

 令和４年度末現在の純資産合計は前年度比４４０百万円（２．４％）減の１７，２９３百

万円となっている。 

 主な減少要因としては，減価償却相当累計額等により資本剰余金が２７８百万円（８．０％）

減の△３，７２４百万円となったことや，前中期目標期間繰越積立金の取崩し等により利益

剰余金が１６１百万円（１９．７％）減の６５８百万円となったことが挙げられる。 

 

イ．損益計算書関係 

（経常費用） 

 令和４年度の経常費用は前年度比２１５百万円（３．４％）増の６，６０９百万円となっ

ている。 

 主な増加要因としては，叡啓大学の運営等に係る人件費が１０５百万円（２．６％）増に

より４，１４８百万円となったことや，広島県からの受託事業の増に伴い，受託事業経費が

３１百万円（４２８．７％）増の３９百万円となったこと，さらには，光熱費の高騰により，

各事業経費における光熱費の増などが挙げられる。 

（経常収益） 

令和４年度の経常収益は前年度比１３１百万円（２．１％）増の６，４７０百万円となっ

ている。 

 主な増加要因としては，運営費交付金及び特定運営費交付金の受入額の増により運営費交

付金収益が前年度比６０百万円（１．４％）増の４，２４７百万円となったこと，また，授

業料収益について，県立広島大学にあっては，減となったものの，叡啓大学開学２年目に伴

い２０百万円（１．５％）増の１，４００百万円になったこと，さらには，叡啓大学学生寮

収益を含む雑益が３７百万円（３５．４％）増の１４２百万円になったこと，その他，広島
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県からの受託事業の増に伴い受託事業等収益が３１百万円（４２９．４％）増の３９百万円

となったことなどが挙げられる。 

 

（当期総利益） 

 上記経常損益を計上した結果，令和４年度の当期総利益は前中期目標期間積立金取崩後，

当期総損失２８百万円となった。 

 

ウ．純資産変動計算書関係 

（純資産変動計算書） 

資本剰余金について，固定資産の取得等により２６０百万円の増となった一方，減価償却  

５３８百万円等で２７８百万円の減により△３，７２４百万円，また，利益剰余金は，当期

１３３百万円取崩ならびに当期総損失２８百万円に伴う減により６５８百万円となった。 

よって，令和４年度の純資産は，１７，２９３百万円である。 

 

エ．キャッシュ・フロー計算書関係 

（業務活動によるキャッシュ・フロー） 

 令和４年度の業務活動によるキャッシュ・フローは前年度比９百万円（１０．４％）減の

△１７百万円となっている。 

 主な減少要因としては，運営費交付金収入が７百万円（０．１％）減の４，２９３百万円

になったことが挙げられる。 

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 令和４年度の投資活動によるキャッシュ・フローは前年度比１，４２９百万円（２０２．

１％）増の７２２百万円となっている。主な増加要因としては，定期預金の払い戻しによる

収入が預け入れの支出を上回ったことが挙げられる。 

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 令和４年度の財務活動によるキャッシュ・フローは前年度比７２百万円（３５．４％）増

の△１３１百万円となっている。 

 主な増加要因としては，リース債務の返済による支出が前年度比１０５百万円（５３．２％）

減の△９２百万円となったことが挙げられる。 
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② セグメントの経費比較・分析（内容・増減理由） 

    事業損益の経年比較 

               （単位：百万円） 

区分 令和３年度 令和４年度 

本部・県立広島大学 △３ △１２６ 

叡啓大学 △５１ △１２ 

合計 △５５ △１３８ 

    

    帰属資産の経年比較 

               （単位：百万円） 

区分 令和３年度 令和４年度 

本部・県立広島大学 １３，６７６ １３，３３８ 

叡啓大学 ４，６９３ ４，５４３ 

合計 １８，３６９ １７，８８２ 
 
 
１４ 内部統制の運用に関する情報 
 

 本法人は，役員（監事を除く。）の職務の執行が法又は他の法令，広島県の条例若しくは規

則又は法人の定款に適合することを確保するための体制その他法人の業務の適正を確保する

ための体制（以下「内部統制システム」という。）の整備に関する事項を業務方法書に定めて

いる。 
 

（内部統制に関する基本事項） 

第３条 法人は，役員（監事を除く。）の職務の執行が法又は他の法令，広島県の条例若し

くは規則又は法人の定款に適合することを確保するための体制その他法人の業務の適正を

確保するための体制（以下「内部統制システム」という。）を整備し，継続的な見直しを図

るものとする。 

２ 法人は，内部統制システムに関する事務を統括する役員及び職員（以下「役職員」とい

う。）その他の内部統制システムの整備の推進のための体制について決定するものとする。 

３ 法人は，前項の体制に基づき，モニタリングを行うために必要な規程を整備することと

する。 

４ 内部統制システムに関する事務を統括する役職員は，定期的な連絡の機会を設け，内部

統制システムに関する事務を統括する役員に対し，必要な報告が定期的に行われることを確

保することとする。 
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１５ 法人の基本情報 
 
（１） 沿革 

年  月 摘        要 

大正９(1920)年３月 広島県立広島高等女学校に専攻科設置 

昭和３(1928)年４月 広島女子専門学校開校 

昭和25(1950)年４月 広島女子短期大学開学 

昭和29(1954)年４月 広島農業短期大学開学 

昭和40(1965)年４月 広島女子大学（文学部，家政学部）開学 

昭和41(1966)年３月 広島女子短期大学閉学 

平成元(1989)年４月 広島県立大学（経営学部，生物資源学部）開学 

平成２(1990)年３月 広島農業短期大学閉学 

平成６(1994)年４月 
広島県立大学大学院 

（経営情報学研究科，生物生産システム研究科）修士課程開設 

平成７(1995)年４月 広島県立保健福祉短期大学開学 

平成10(1998)年４月 
広島県立大学大学院（経営情報学研究科，生物生産システム研

究科）博士課程開設 

平成12(2000)年４月 

広島女子大学を県立広島女子大学に改称・広島県立保健福祉大

学（保健福祉学部）開学 

県立広島女子大学大学院（国際文化研究科，生活科学研究科）修

士課程開設 

平成13(2001)年２月 県立大学運営協議会設置 

平成14(2002)年３月 広島県立保健福祉短期大学閉学 

平成 14(2002)年 12月 
県立大学運営協議会から最終まとめ 

「新たなる県立大学をめざして」答申 

平成15(2003)年９月 「新県立大学基本構想」策定 

平成17(2005)年４月 県立広島大学・県立広島大学大学院開学 

平成19(2007)年４月 公立大学法人県立広島大学設立 

〃    ７月 「第一期中期計画」策定（同年 8月認可） 

平成21(2009)年４月 県立広島大学助産学専攻科開設 

平成24(2012)年６月 県立広島女子大学閉学・広島県立保健福祉大学閉学 

平成25(2013)年３月 「第二期中期計画」策定・認可 

平成25(2013)年４月 「サテライトキャンパスひろしま」設置 

平成26(2014)年２月 広島県立大学閉学 

平成28(2016)年４月 県立広島大学大学院経営管理研究科（専門職学位課程）開設  

平成31(2019)年３月 「第三期中期計画」策定・認可 

令和２(2020)年４月 県立広島大学地域創生学部，生物資源科学部開設 

令和３(2021)年４月 法人名を広島県公立大学法人に名称変更，県立広島大学保健福

祉学部再編，叡啓大学（ソーシャルシステムデザイン学部）開学 

令和４(2022)年４月 県立広島大学大学院総合学術研究科保健福祉学専攻博士課程 

後期開設 
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（２）設立に係る根拠法 

地方独立行政法人法 

 

（３）設立団体 

広島県 

 

（４）組織 

① 運営組織 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 学部等の構成 

 【県立広島大学】 

  学 部  地域創生学部 

       人間文化学部 

経営情報学部 

生物資源科学部 

生命環境学部 

保健福祉学部 

専攻科  助産学専攻科 

大学院  総合学術研究科 

経営管理研究科 

 

 【叡啓大学】 

  学 部  ソーシャルシステムデザイン学部 
 
 
 
 
 

 

27



（５） 事業所（従たる事務所を含む。）の所在地 
 

 ・法人本部（県立広島大学広島キャンパス）（広島県広島市南区宇品東一丁目１番７１号） 

 ・県立広島大学庄原キャンパス（広島県庄原市七塚町５５６２番地） 

 ・県立広島大学三原キャンパス（広島県三原市学園町１番１号） 

 ・叡啓大学（広島県広島市中区幟町１－５） 
 
（６） 在学する学生の数 

【県立広島大学】 

総学生数 ２，５１８人 

学 部 ２，２８１人    地域創生６４７人 

              人間文化１４０人 

経営情報１１６人 

生物資源４２６人 

生命環境１７９人 

保健福祉７７３人 

専攻科    １０人 

大学院   ２２７人     修士・博士（前期・後期）課程１６７人 

修士課程（専門職）      ６０人 

 

【叡啓大学】 

総学生数 １７３人（ソーシャルシステムデザイン学部） 
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（７）主要な財務データ（法人単位）の経年比較 

（単位:百万円） 

区分 ３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 

資産合計 １８，５７９ ２０，５０２ ２２，５９２ ２１，９５９ ２１，２９３ 

負債合計 ３，５４１ ４，２０３ ４，５９７ ４，２２５ ３，９９９ 

純資産合計 １５，０３８ １６，２９８ １７，９９５ １７，７３４ １７，２９３ 

経常費用 ５，７７６ ６，０７５ ６，４４４ ６，３９４ ６，６０９ 

経常収益 ５，７４２ ６，１３０ ６，５８７ ６，３３９ ６，４７０ 

臨時損失 － － － ２ － 

当期総損益 ２７１ ５４ １９０ １２３ △２８ 

業務活動による 

キャッシュ・フロー １６６ ２１６ ６９７ △８ △１７ 

投資活動による 

キャッシュ・フロー △２１７ △２，８２５ ５２７ △７０６ ７２２ 

財務活動による 

キャッシュ・フロー △１５３ ２，５２０ △１６９ △２０４ △１３１ 

資金期末残高 ７８９ ７００ １，７５６ ８３６ １，４０９ 

行政サービス実施コスト※ ４，１７４ ４，６２８ ５，０９５ ５，１８７ － 

（内訳）     － 

 業務費用 ３，８７９ ４，２０９ ４，５９３ ４，５４３ － 

  うち損益計算書上の費用 ５，７７６ ６，０７５ ６，４４４ ６，３９６ － 

  うち自己収入 △１，８９７ △１，８６６ △１，８５０ △１，８５３ － 

 損益外減価償却相当額 ３４４ ３７３ ４６５ ５０２ － 

 損益外利息費用相当額 ０ ０ ０ ０ － 

 損益外除売却差額相当額 ０ １５ １ ０ － 

 引当外賞与増加見積額 ２ ４ ８ ３ － 

 引当外退職給付増加見積額 △６１ １６ △２ ９２ － 

 機会費用 ９ ９ ２８ ４５ － 

※行政サービス実施コスト計算書は，「地方独立行政法人会計基準及び地方独立行政法人会

計基準注解」（令和４年８月３１日改訂）の適用により，令和４事業年度より廃止，財務諸

表注記事項となったため，表示しておりません。 
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（８）翌事業年度に係る予算，収支計画及び資金計画（法人単位） 

 

予算（令和５年度） 

（単位：百万円） 

区      分 金     額 

収入  

運営費交付金収入 ４，１０２ 

学生納付金収入 １，７６３ 

診療センター収入 ２０ 

寄宿舎収入 ４０ 

その他の自己収入 ８８ 

目的積立金取崩 ２６８ 

外部資金収入 １６７ 

補助金収入 ３４７ 

計 ６，７９８ 

 

区      分 金     額 

支出  

人件費 ４，０６２ 

一般管理費 ８７７ 

教育研究経費 ６２３ 

教育研究支援経費 ５４８ 

学生支援経費 １２２ 

診療経費 ９ 

寄宿舎経費 ３９ 

外部資金事業費（受託等分） １６７ 

外部資金事業費（補助金分） ０ 

施設整備費 ３４７ 

計 ６，７９８ 

注１） 収入について，運営費交付金収入は，標準運営費抗菌収入のみを計上しており，特定運営費交付金

(退職手当・赴任旅費・授業料等減免等特定の経費に充当)収入は計上していない。 

注２） 支出について，特定運営費交付金に係る支出は計上していない。 

注３） 外部資金には，科学研究費補助金(間接経費を除く。)を含まない。 
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収支計画（令和５年度） 

（単位：百万円） 

区      分 金     額 

費用の部  ６，３９３ 

経常費用 ６，３９３ 

業務費 ５，３２７ 

教育研究等経費 １，０９７ 

外部資金等経費 １６７ 

人件費 ４，０６２ 

一般管理費 ８８１ 

財務費用 ４ 

雑損 ０ 

減価償却費 １８０ 

臨時損失 ０ 

 

 

区      分 金     額 

収入の部 ８，３９２ 

経常収益 ６，１６８ 

運営費交付金収益 ４，１０２ 

学生納付金収益 １，７３１ 

外部資金等収益 １６７ 

補助金等収益 １６ 

資産見返補助金等戻入 ０ 

財務収益 １ 

雑益 １４８ 

臨時利益 ２，２２４ 

純利益 １，９９８ 

目的積立金取崩額 ２１５ 

総利益 ２，２１３ 

注１） 収支計画と予算との額の違いは，資産取得及び減価償却に係るものである。 

注２） 臨時利益は，地方独立行政法人会計基準の改正による資産見返負債の会計処理の変更に伴うもの 
   である。 
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資金計画（令和５年度） 

（単位：百万円） 

区      分 金     額 

資金支出 １２，４９８ 

業務活動による支出 ６，１８４ 

投資活動による支出 ６，１３９ 

財務活動による支出 １７３ 

次期中期目標期間への繰越金 ０ 

資金収入 １１，７９８ 

業務活動による収入 ６，７９８ 

学生納付金収入 １，７３１ 

外部資金収入 １６７ 

運営費交付金収入 ４，１０２ 

雑収入 ７９７ 

投資活動による収入 ５，０００ 

財務活動による収入 ０ 

 注） 資金計画と予算との額の違いは，資金運用に係るものである。 
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